
様式９（添付１－３） 

令和２年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

平成２年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

 

・ 学校教育課 課長 ・ 担当職員 

・ 日本語指導の必要な児童生徒が在籍する学校の管理職および担当者 

・ 日本語初期指導員（外国人学校生活・学習支援員） 2名 

・ 母語が理解できる支援員 2名 

・ 日本語指導協力員 2名 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

 

（2） 日本語が必要な外国人の多い小学校を拠点校として設置し、特別教室や教材、指導法等を構築し、今後の対応の

ための基礎を作成した。 

（4） 取出し授業にて対応し、国語等の時間を利用し日本語の語彙を増やすとともに、生活に必要な表現

や学校のルール等生活をスムーズに行うための指導にあたった。 

（12）教育委員会、学校、担当者の連携を密にし、成果と課題を共有している。 

（6） 日本語初期指導員２名を、３小学校に本務および兼務校として配置し、巡回指導で授業場面で

の児童生徒、生活支援・学習支援に対し、教員の補助を行った。 

（10）日本語初期指導が必要な児童生徒が在籍している学校に多言語翻訳機を配置し、学習場面や生

活場面で活用した。また、保護者との連絡やお便り等にも使用してきた。 

 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

 

（2）拠点校を設置することにより、少数の学校への対応も依頼しやすく、教材の共有化ができた。また、保

護者の対応や児童の指導等問題点の洗い出しも確認にできた。 

（4）学年や個人差に応じて一人ひとりに合わせた指導をすることができた。 

（12）日本語指導の必要な児童生徒の一人ひとりの状況に応じた指導体制づくりができつつある。 

（6）日本語の指導および学校生活や学習支援を行い、日本での生活習慣や学校行事、授業に馴染めるよ

うになってきた。 

（10）保護者にお便りを作成しているが、その翻訳自体が正しいかどうかの判断もわからず、保護者

が理解できているかどうかの確認ができない状態にある。 

 

日本語指導が必要な児童生徒

のうち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒の割合 
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４．その他（今後の取組予定等） 

・引き続き、特別の教育課程での指導を行い、レベルに合わせて普通学級での授業へ移行できるようにしていく。 

・アクセスワーカーの採用を検討し、保護者へのお便りの翻訳やメールでの問い合わせ等に対応し、保護者が学校行

事等を含め理解できるようにする。 

・一人ひとりの個票を完成させ、進学等の確認を含め今後の指導指標を作成する。 

 

※枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 


